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1 組織名 i 遠賀地区地域水産業再生委員会 (ID: 1133005)

代表者名 会長 中西隆雄

再生委員会の構成員

オブザ....:...パー

遠賀漁業協同組合、岡垣町産業振興課、芦屋町産業観光課、

福岡県漁業協同組合連合会、福岡県水産海洋技術センタ ー

福岡県農林水産部水産局漁業管理課

※再生委員会の規約及び推進体制の分かる資料を添付すること

対象となる地域の範囲及び

漁業の種類

福岡県遠賀郡芦屋町及び岡垣町

刺網漁業（延42名）

一本釣り漁業（延48名）

小型いかつり漁業（延30 名）
ー ・

えそごち網漁業（延16名）

かご漁業（延12名）

採介藻漁業（延23名）

漁業者合計84名（延人数合計171名）

※策定時点で対象となる漁業者数も記載すること

2 地域の現状

(1)関連する水産業を取り巻く現状等

1. 地域と漁協の概要
（遠賀地区の構成と特色）

遠賀地区は、芦屋町・岡垣町・遠賀町・水巻町の4町で構成。

鹿児島本線と国道3号という九州の大動脈が地区を貰いている事もあり、各町とも盛んに開
発が進み、また、交通の便がよいことから、人口が急増した。近年は、拡大する福岡都市圏に

も入りつつあり、同市のベッドタウンにもなっている。

（遠賀地区の現状）
遠賀地区は、福岡県の北部に位置し、東に北九州市、西に宗像市が隣接。人口は、4町で

10 万人弱を擁し、芦屋町では1 万 4 千人、岡垣町では 3 万 2 千人である。芦屋町は、2002年







3 活性化の取組方針

(1)前期の浜の活力再生プランにかかる成果及び課題等
 



(2)今期の浜の活力再生プランの基本方針

l 漁業収入向上のための取組

①魚価向上の取組

・地域ブランド「あしゃんいか」の認知度向上 ・ 消費拡大
・ サワラの高鮮度処理による付加価値向上
・ 未利用資源を活用した加工品の販売

・板ウニを中心とした販売による単価の向上

②水産物消費拡大への取組

•他漁協の直販施設との連携による販路拡大

・イベント等の開催による直販施設「海の駅」の活性化

• 各種イベントでの地元産水産物や漁業者の活動のPR
・ 商工会や観光協会等との連携による消費拡大
・ 学校給食への地元産水産物の提供による魚食普及

③資源量増加の取組

・食害生物の駆除等による藻場の回復

・稚貝 ・ 稚魚の放流と資源管理の徹底

④施設 ・ 設備等の活用

．既存施設・設備の老朽化等への対応

2 漁業コスト削減のための取組

①燃油の急騰に対する備え
・ 漁業経営セーフティ ー ネット構築事業への加入推進

②省燃油活動の推進

・船底清掃や減速航行の徹底等省燃油活動の推進

③休漁日の設定

・休漁日の設定による燃油コストの削減

(3)漁獲努力量の削減・維持及びその効果に関する担保措懺

•福岡県漁業調整規則

アワビ： ll/1~12/20 の採捕禁止、殻長 10cm 以下の採捕禁止。









漁業収入向上の 下記の取組を通じ、 基準年より1.4%の漁業収入の向上を目指す。

ための取組 ①魚価向上の取組

◆地域ブランド 「 あしゃんいか」の認知度向上・消費拡大

・漁協は、 ケンサキイカの他産地との差別化のため、 鮮度管理• 取扱方法

について基準を設け、 この基準を満たしたケンサキイカを 「 あしゃんい

か」として漁協認定シー ルを貼り、魚価の向上を図る。

，．漁業者は、 市場関係者等から情報収集を行い、 「 あしゃんいか」を含むケ

ンサキイカの高値販売を行う。

• 各種イベントに積極的に参加し、 「 あしゃんいか」をPRすることで、 認

知度向上及び消費拡大を図る。

・地元の 「 あしゃんいか」取扱い飲食店においてPRすることで、 認知度

向上及び消費拡大を図る。

◆サワラの高鮮度処理による付加価値向上

・漁協は、 サワラの他産地との差別化のため、 「海水氷による脱血処理」等

高鮮度処理を行ったサワラに漁協認定シールを貼り、魚価の向上を図る。

・漁協は、 市場の卸売業者等から高値で売れる出荷形態（数量・サイズ）

等の情報を収集し、 対応することで、魚価の向上を図る。

・芦屋町、 観光協会等と連携してサワラをPRし、 県内外でサワラの認知 

度向上と消費拡大を図る。

◆未利用資源を活用した加工品の販売

・ヒジキやアカモク等未利用資源を利用した加工品について、 資源保護の 

観点から持続可能な適正量の漁獲を行い、・加工品の製造・販売を行う。

◆板ウニを中心とした販売による単価の向上 

・単価の高い板ウニでの販売に取り組むとともに、 板ウニ単価が下落した

場合は塩水ウニでの販売に切り替えるなど、 市況の動きに柔軟に対応す

｀ ることで単価の向上を図る。

• 塩水ウニの内容量の適正化など、 消費者のニー ズ等に対応した商品の販

売について随時検討する。

・ウニの安定徊百言図るため、 ウニ養殖の技術についで情報収集孟行立。 

◆その他魚価向上のための取組

・漁協は、 塩水ウニ等を保管するための冷凍庫の整備等魚価向上に向けた

取り組みについて、 必要に応じて検討する。

②水産物消費拡大への取組

●他漁協の直販施設との連携による販路拡大

・漁協は他漁協と連携し、 各直販施設の得意分野を活かした、 水産物を相







・漁協は、サワラの他産地との差別化のため、 「 海水氷による脱血処理」等 

高鮮度処理を行ったサワラに漁協認定シールを貼り、魚価の向上を図る。

・漁協は、市場の卸売業者等から高値で売れる出荷形態（数量・サイズ） 

等の情報を収集し、対応することで、魚価の向上を図る。

・芦屋町、観光協会等と連携してサワラをPRし、是四堡でサワラの認知

度向上と消費拡大を図る。 

●未利用資源を活用した加工品の販売

・ヒジキやアカモク等未利用資源を利用した加工品について、資源保護の

観点から持続可能な適正量の漁獲を行い、加工品の製造・販売を行う。

'◆板ウニを中心とした販売による単価の向上

・単価の高い板ウニでの販売に取り組むとともに、板ウニ単価が下落した

場合は塩水ウニでの販売に切り替えるなど、市況の動きに柔軟に対応す

ることで単価の向上を図る。

• 塩水ウニの内容量の適正化など、消費者のニ ーズ等に対応した商品の販
売について随時検討する。

・ウーの安"供給ズ図るfめ、ウニ姜殖の技術について�討り集三五2J 

◆その他魚価向上のための取組

・漁協は、塩水ウニ等を保管するための冷凍庫の整備等魚価向上に向けた

取り組みについて、必要に応じて検討する。

②水産物消費拡大への取組
◆他漁協の直販施設との連携による販路拡大

・漁協は他漁協と連携し、各直販施設の得意分野を活かした、水産物を相

互に補完する取り組みを行い、販路の拡大を図る。

◆イベント等の開催による直販施設 「 海の駅」の活性化

・漁協は、直販施設 「
1

海の駅」の活性化を図るため、、イベントの開催や施

設内の飲食店で提供する地元で水揚げされた新鮮な魚介類を使った料理
などについて、関係機関と協議する。

●各種イベントでの地元産水産物や漁業者の活動のPR

・漁協は、直販施設「海の駅」内の飲食店において地元産水産物を使った

料理を提供することにより、地元産水産物のPRを行い、水産物の消費

拡大を図る。
• 町は、 「ふくおか町村フェア」等遠賀地区内外の各種イベントにおいて、

地元産水産物やそれらを使った加工品、漁業者の活動等の周知·PRを

行い、＇地元産水産物の販売及び加工利用の拡大を図る。

●商工会や観光協会等との連携による消費拡大





省燃油に繋がる活動を実施し、燃油消費量を抑制する。

③休漁日の設定 �ヽ

• 各漁業種で休漁日を設定し、出漁日数の削減を行い、燃油コストの削減

を図る。

活用する支援措 漁業者保証円滑化対策事業（国）

置等 水産物供給基盤機能保全事業（国）

水産多面的機能発揮対策揮事業（国）

漁業経営セ ー フティ ー ネット構築事業（国）

4年目（令和4年度） ，所得8. 0%向上

漁業収入向上の
I

下記の取組を通じ、基準年より2. 8%の漁業収入の向上を目指す。

ための取組 ①魚価向上の取組

●地域ブランド 「 あしゃんいか」の認知度向上・消費拡大

・漁協は、ケンサキイカの他産地との差別化のため、鮮度管理• 取扱方法
について基準を設け、この基準を満たしたケンサキイカを 「 あしゃんい
か」として漁協認定シールを貼り、魚価の向上を図る。

・漁業者は、市場関係者等から情報収集を行い、 「 あしやんいか」を含むケ
ンサキイカの高値販売を行う。

• 各種イベントに積極的に参加し、 「 あしゃんいか」をPRすることで、認

知度向上及び消費拡大を図る。

・地元の「あしやんいか」取扱い飲食店において PR することで、認知度

向上及び消費拡大を図る。

●サワラの高鮮度処理による付加価値向上

・漁協は、サワラの他産地との差別化のため、、 「海水氷による脱血処理」等 

高鮮度処理を行ったサワラに漁協認定シー ルを貼り、魚価の向上を図る。

・漁協は、市場の卸売業者等から高値で売れる出荷形態（数量・サイズ） 

等の情報を収集し、対応することで、魚価の向上を図る。

・芦屋町、観光協会等と連携してサワラをPRし、県内外でサワラの認知

度向上と消費拡大を図る。

●未利用資源を活用した加工品の販売

・ヒジキやアカモク等未利用資源を利用した加工品について、資源保護の

観点から持続可能な適正量の漁獲を行い、加工品の製造・販売を行う。

●板ゥニを中心とした販売による単価の向上

・単価の高い板ウニでの販売に取り組むとともに、板ウニ単価が下落した

場合は塩水ウニでの販売に切り替えるなど、市況の動きに柔軟に対応す

ることで単価の向上を図る。 



• 塩水ウニの内容量の適正化など、消費者のニー ズ等に対応した商品の販
売について随時検討する。

・収集した情報をもとに、ウニ養殖の導入について検討する。―| 
●その他魚価向上のための取組

・漁協は、塩水ウニ等を保管するための冷凍庫の整備等魚価向上に向けた
取り組みについて、必要に応じて検討する。

②水産物消費拡大への取組
◆他漁協の直販施設との連携による販路拡大

・漁協は他漁協と連携し、各直販施設の得意分野を活かした、水産物を相
互に補完する取り組みを行い、販路の拡大を図る。

●イベント等の開催による直販施設「海の駅」の活性化
・漁協は、水産物消喪拡大に向け、直販施設「海の駅」でのイベント開催

や、地元で水揚げされた新鮮な魚介類を使った料理を施設内の飲食店で
提供することにより、直販施設の活性化を図る。

●各種イベントでの地元産水産物や漁業者の活動のPR
・漁協は、直販施設「海の駅」内の飲食店において地元産水産物を使った

料理を提供することにより、地元産水産物のPRを行い、水産物の消費
拡大を図る。

• 町は、 「ふくおか町村フェア」等遠賀地区内外の各種イベントにおいて、
地元産水産物やそれらを使った加工品、漁業者の活動等の周知•-P-Rを
行い、地元産水産物の販売及び加工利用の拡大を図る。

◆商工会や観光協会等との連携による消費拡大
・漁協及び町は、商工会や観光協会等と連携し、地元水産物の利用及び販

売の拡大を図る。
◆学校給食への地元産水産物の提供による魚食普及

・漁協は町と連携し、地元の小中学校へ給食の食材として地元産水産物を
提供し、魚食普及に取り組む。

③資源量増加の取組
◆食害生物の駆除等による藻場の回復

・漁協及び採介藻漁業者等は、水産多面的機能発揮対策事業等を活用し、
磯焼けの原因となるムラサキウニやガンガゼなどのウニ類の駆除及び母
藻の投入を定期的に行う。また、年1回のモニタリングで効果等を継続
して把握し、藻場の造成並びに漁場環境の保全と磯資源の増加を図る。

◆稚貝・稚魚の放流と資源管理の徹底





・漁協は、 ケンサキイカの他産地との差別化のため、 鮮度管理・取扱方法

について基準を設け、 この基準を満たしたケンサキイカを 「 あしゃんい

か」として漁協認定シ ールを貼り、魚価の向上を図る。

・漁業者は、 市場関係者等から情報収集を行い、 「 あしゃんいか」を含むケ

ンサキイカの高値販売を行う。

• 各種イベントに積極的に参加し、 「 あしゃんいか」をPRすることで、 認

知度向上及び消費拡大を図る。

・地元の 「 あしゃんいか」取扱い飲食店においてPRすることで、認知度

向上及び消費拡大を図る。

◆サワラの高鮮度処理による付加価値向上

．憔協は、 サワラの他産地との差別化のため、 「海水氷による脱血処理」等

高鮮度処理を行ったサワラに漁協認定シールを貼り、魚価の向上を図る。

・漁協は、 市場の卸売業者等から高値で売れる出荷形態（数量・サイズ）‘ 

等の情報を収集し、 対応することで、 魚価の向上を図る。

・芦屋町、 観光協会等と連携してサワラをPRし、 ハ厚虞ドでサワラの認知 

度向上と消費拡大を図る。 

◆未利用資源を活用した加工品の販売

・ヒジキやアカモク等未利用資源を利用した加工品について、 資源保護の

観点から持続可能な適正量の漁獲を行い、 加工品の製造・販売を行う。

●板ウニを中心とした販売による単価の向上

・単価の高い板ウニでの販売に取り組むとともに、—板ウニ単価が下落した

場合は塩水ウニでの販売に切り替えるなど、 市況の動きに柔軟に対応す

ることで単価の向上を図る。＼

• 塩水ウニの内容量の適正化など、 消費者のニー ズ等に対応した商品の販

売について随時検討する。

・収集した伯報をもとに、 ウニ盲五の導入に-Jいて毯旦主至 ？ 

●その他魚価向上のための取組

．樵協は、 塩水ウニ等を保管するための冷凍庫の整備等魚価向上に向けた

取り組みについて、 必要に応じて検討する。

②水産物消費拡大への取組

●他漁協の直販施設との連携による販路拡大

・漁協は他漁協と連携し、 各直販施設の得意分野を活かした、 水産物を相

互に補完する取り組みを行い、 販路の拡大を図る。

◆イベント等の開催による直販施設 「海の駅」の活性化

・漁協は、 水産物消費拡大に向け、 直販施設 「海の駅」でのイベント開催





●既存施設・設備の老朽化等への対応

・漁協は、漁業収益力の向上や漁業者の安全な操業を図るため、製氷庫等

の施設の更新等について、必要に応じ検討する。

漁業コスト削減
1

下記の取組を通じ、基準年より3. 0%のコスト削減を目指す。

のための取組 ①燃油の急騰に対する備え
・漁協は燃油の急騰による漁業コストの圧迫に備えるため、漁業経営セ ー

フティ ー ネット構築事業への加入を推進する。

②省燃油活動の推進

・漁業者は、減速航行の徹底や係留中の機関の停止、不要不急な積載物の

削減による船体の軽量化、定期的な船底清掃による航行時の抵抗削減等、

省燃油に繋がる活動を実施し、燃油消費量を抑制する。

③休漁日の設定

・各漁業種で休漁日を設定し、出漁日数の削減を行い、燃油コストの削減
を図る。

活用する支援措 漁業者保証円滑化対策事業（国）
置等 水産物供給基盤機能保全事業（国）

水産多面的機能発揮対策揮事業（国）
漁業経営セー フティ ー ネット構築事業（国）

(5) 関係機関との連携

• 岡垣町商工会、芦屋町商工会

直販出荷の拡大、＼魚食普及の取組等に関する協力

4 目標

(1)所得目標、

漁業所得の向上10%以上 基準年 平成25~29年度 (5 年平均）：

目標年

(2) 上記の算出方法及びその妥当性

漁業所得 円
· 

令和5年度：
―········· •············· 

漁業所得 円






